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調査概要 

 

１ 目的 

  経営発達支援計画に基づき、管内小規模事業者が抱える課題や支援ニーズ等について実態を把

握するとともに、調査結果をデータベース化し、管内小規模事業者の経営の発達のために幅広

く活用することを目的する。 

 

２ 期間 

令和７年６月１１日（水）から８月２９日（金）まで 

 

３ 対象者 

  会員企業及び管内小規模事業者 

 

４ 事業者の分類 

  ・業種 

  「卸小売業」「製造業」「建設業」「サービス業」「その他」の５つに分類 

  ・雇用保険被保険者 

  「1人～5人」「6人～10人」「11人～20人」「21人以上」の４つに分類 
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設問 1-1 従業員は不足していますか（回答数＝352社） 

【全体】 

 

【業種別】 

 
 

【雇用保険被保険者数別】 

 

      

   

       

   

         

  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

    

    

    

    

                  

製造業（  ）

その他（  ）

卸小売業（  ）

建設業（  ）

サービス業（   ）

不足している 不足してい い   に不足していた

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

    

                  

  人以上（  ）

  人～  人（  ）

 人～  人（  ）

 人～ 人（  ）

不足している 不足してい い   に不足していた

【全体】 

・回答数全体の 21％の事業者が、「不足してい

る」または「不足していた」と回答。 お、

全県の商工会での同調査における回答割合は

38.2％と っている。 

【業種別】 

・建設業の割合が 31.1％と最も高く、次いでそ

の他、製造業、卸小売業、サービス業の順に

不足している。 

【雇用保険被保険者数別】 

・従業員規模が大きい事業者ほど不足してい

る。特に 6人から 20人規模の割合が高い。 
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設問 1-2 不足している場合は、何人ですか。（回答数＝69社） 

 

 

 

業　　　種 事業者数 不足人数  社平均

建設業   社   人    人

サービス業   社   人    人

卸小売業   社   人    人

その他   社   人    人

製造業  社   人    人

計   社    人    人
 

 

設問 2 不足している従業員の職種は何ですか。（回答数＝69社） 複数回答 

 

 

・設問１で「不足している」と回答した 69 社で計 162 人が不足しており、1 社平均が 2.3 人と

 っている。 

・業種別では、不足人数は建設業が最多で 64 人、1 社平均ではサービス業が 3.1 人と ってい

る。 

・最も不足している職種は、建設スタッフ 28.7％、次いで製造スタッフが 18.4％と っている。 

・その他の中には 1次品の生産に関する作業員が不足している等の季節性の高い従業員が不足し

ているとの回答も一定数みられた。 

 

設問１で「不足している」と回答した 69 社で計 162 人が不足しており、1 社平均が 2.3 人と って

いる。 

・業種別では、不足人数は建設業が最多で 64人、1社平均ではサービス業が 3.1人と っている。 
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回答
順位

回答項目 事業者数 割合

1 建設スタッフ   社 28.7%

2 製造スタッフ   社 18.4%

3 その他   社 16.1%

4 事務職  社 9.2%

5 管理職  社 6.9%

6 販売スタッフ  社 5.7%

7 ドライバー  社 4.6%

8 飲食店スタッフ  社 4.6%

9 営業職  社 3.4%

10 福祉介護スタッフ  社 2.3%

計   社 100.0%
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設問 3-1 人手不足は事業継続にとって、どの程度影響がありますか。（回答数＝69社） 

【全体】 

 
【業種別】 

 

 

設問 3-2 その要因はどのよう ことですか。（回答数＝69社） 複数回答 

  

          

  

             

   

         

   

     

     

     

    

     

     

     

     

     

     

     

                  

製造業（ ）

卸小売業（ ）

その他（  ）

サービス業（  ）

建設業（  ）

事業継続が   状 事業 小  るを  い状 現状  できる状 

 

 

  

  

  

  

  

                

その他

人  の  

  ・    の 継 

人  以 の ス  

商品・サービスの  

人 の 用が  

売上  ・ 会の  

【全体】 

・回答数全体の 36％の事業者が、「事業

継続が   状 」または「事業 小

  るを  い状 」と回答。 

【業種別】 

・特に建設業・卸小売業で影響度が高い

傾向にある。 
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設問 4 課題解決に向けて、取組みたい事(取り組んだ事)はありますか。 

（回答数＝69社）複数回答 

 

【全体】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

                  

 職  会 の  

フ ッ ス 度の  

   ー の  

  人   業・ 業 の活用

従業員  の 実

  て・介護支援の 実

 性活 の  

  人  

  の  

その他

  化設 の  

   の活用

 人サイ の  

事業・業務の  し

福  生の 実

 人 の  し

 上 ・    の対 

（全体） 

・複数の取組を検討している事業者が多く、複合的 取組が必要と考えている。（１社あたり平

均 2.4） 

・上位 3項目は、「 上 、    の対 」39社、「 人 の  し」25社、「福  生の 実」

「事業、業務の  し」が同数の 16社と っている。 

・「 人サイ の  」や「SNSの活用」等の若年者層向け の取組が必要であるとの一定数のニ

ーズがある。 
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設問 5 人 不足以 に販路開拓（売上向上、集客、ネッ 販売、ｷｬｯｼｭﾚｽ等）や事業 継（Ｍ＆Ａ含

む）、生産性向上に向けた支援及び補助金等の活用をご希望されることはありますか。 

（回答数＝352社） 複数回答可 

 

 

 

 
  

   

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

                  

特に い

  ッ   ス決 の  

商 会 の出 

    事業継続計画 

他業種との    商工  等 

事業 継・Ｍ＆Ａ

その他

ネッ     販売

   ー の  

設 の  ネ化

 事業・ 分  出

  発    ・   等 

 商品 サービス 等の開発

 た 設 の  

・ た 販路を開拓するために「 た 設 の  」「「 商品（サービス）等の開発」「  発

 」「 事業・ 分  出」等の革 的 取組を希望する回答も一定数みられた。 

・設 の  ネ化」「IT ー の  」等の物価高対策としての回答が多くみられた。 
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【 考】 

 


